
歳　入

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度

4,284 4,149 4,117 4,081 3,972 3,933 3,897 3,787 3,756 3,724

247 267 267 267 267 267 267 267 267 267

60 60 60 60 60 60 60 60 60 60

43 43 43 43 43 43 43 43 43 43

736 736 736 736 736 736 736 736 736 736

23 23 23 23 23 23 23 23 23 23

15 15 15 15 15 15 15 15 15 15

24 24 24 24 24 24 24 24 24 24

7,546 7,491 7,396 6,994 6,987 7,014 6,991 6,958 6,533 6,551

7,477 7,422 7,327 6,925 6,918 6,945 6,922 6,889 6,464 6,482

69 69 69 69 69 69 69 69 69 69

6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

601 531 308 199 128 856 721 150 144 138

13,593 13,353 13,003 12,456 12,269 12,985 12,791 12,077 11,615 11,595

歳　出

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度

3,104 3,158 3,149 3,177 3,191 3,250 3,234 3,290 3,253 3,313

858 861 864 867 870 873 876 879 883 887

2,351 2,201 2,018 1,781 1,691 1,806 1,778 1,642 1,388 1,231

1,529 1,521 1,608 1,505 1,498 1,568 1,484 1,477 1,564 1,462

50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

3,611 3,591 3,677 3,407 3,214 3,197 3,078 2,973 2,840 2,984

1,250 1,247 1,254 1,259 1,259 1,266 1,271 1,271 1,279 1,284

259 152 24 55 20 1,034 41 32 29 26

13,012 12,781 12,644 12,101 11,793 13,044 11,812 11,614 11,286 11,237

413 1,425 505 445 729 1,668 1,626 485 333 284

13,425 14,206 13,149 12,546 12,522 14,712 13,438 12,099 11,619 11,521

168 △ 853 △ 146 △ 90 △ 253 △ 1,727 △ 647 △ 22 △ 4 74

0 140 170 0 0 1,700 550 0 0 0

113 741 66 109 300 89 140 59 35 0

281 28 90 19 47 62 43 37 31 74

年度末基金残高の推移 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度

財政調整基金 4,769 4,774 4,622 4,671 4,685 3,013 2,499 2,525 2,549 2,569

減債基金 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

地域振興基金 1,879 1,819 1,759 1,699 1,639 1,579 1,519 1,459 1,399 1,339

1,432 691 625 516 216 1,127 987 928 893 893

その他特目基金 2,779 2,653 2,599 2,559 2,430 2,309 2,297 2,282 2,272 2,022

10,869 9,947 9,615 9,455 8,980 8,038 7,312 7,204 7,123 6,833

算定年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度

対象年度 （Ｒ2～4）/3 （Ｒ3～5）/3 （Ｒ4～6）/3 （Ｒ5～7）/3 （Ｒ6～8）/3 （Ｒ7～9）/3 （Ｒ8～10）/3 （Ｒ9～11）/3 （Ｒ10～12）/3 （Ｒ11～13）/3

※算定値 11.3 10.8 10.5 10.1 9.5 8.6 8.2 7.9 7.4 6.1

※令和４年度以降決算収支が黒字の場合は、その剰余金をその他（繰越金、諸収入等）へ計上したうえで、1/2相当額を積
立・貸付金等により財政調整基金へ積み立てている。

実質公債費
比率の推移

※令和４年度算定ベースで推計している。なお、対象年度の各数値の合計を３で除した平均値を算定値としている。

財政調整基金取崩対応額

公共施設等総合管理基金取崩対応額

歳入歳出再差引額

公共施設等総合管理基金

計

※各基金残高について、令和５年度以降の利子積立分を年0.09％としている。また、その他特目基金は、土地開発基金を含ま
ない基金残高としている。
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Ⅰ 朝来市の財政収支見通し（普通会計：一般財源ベース）
(単位：百万円）　

区　　　分

市　税

地方譲与税

利子割・配当割・株式譲渡所得割交付金
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○歳入一般財源の推移

○基準財政需要額・収入額の推移

　歳入一般財源のうち地方税は、人口減少等により令和５年度以降は逓減していく見込みです。普通交付税等は、平
成28年度以降は合併算定替の特例による増加分の段階的縮減等に伴い急激に減少しましたが、令和３年度では新型
コロナウイルス感染症関連対策としての臨時経済対策費と臨時財政対策債償還費が追加交付されたことにより増加し
ました。しかし、令和４年度以降は、基準財政需要額に算入される合併特例事業債の減少等により再び減少していく見
込みです。
　歳入一般財源総額は、令和元年10月の消費税率10％への引き上げに伴う地方消費税交付金等の増額により令和２
年度以降は増加したものの、令和４年度以降は地方税及び普通交付税の減少により減少していく見込みです。

　基準財政需要額は、令和３年度に地域デジタル社会推進費が新たに算入されたことにより増加しましたが、令和４年
度以降は公債費の減少により需要額が減少していき、令和８年度以降は令和７年国勢調査、令和13年度以降は令和
12年国勢調査での人口減少を見込んでいることから、需要額はさらに減少する見込みです。
　基準財政収入額は、森林環境譲与税や地方消費税交付金の増額を見込むものの、人口減少等による地方税収入
の減少等により、逓減していく見込みです。

＊基準財政需要額（棒グラフ）と基準財政収入額（線グラフ）
の差が普通交付税額になる
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歳入計 地方税 普通交付税+臨財債
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個別算定経費等 公債費 合併算定替増加需要額 基準財政収入額
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○普通建設事業費の推移

○地方債残高の推移

　地方債残高については、新庁舎建設等の大規模事業の財源として多額の市債を発行したため、その残高は右肩上
がりで増加し続ける状況にありましたが、繰上償還や借入期間短縮等の将来負担の軽減策により、平成30年度以降
は全体的には減少する見込みとなっています。

　普通建設事業費については、大規模事業が重なった平成26年度から28年度にピークを迎え（45億円～60億円程
度）、この財源として合併特例債等の市債発行額が急増するとともに、多額の一般財源が必要となりました。
　今後の普通建設事業については、老朽化した施設の長寿命化、統廃合に係る整備が中心となります。令和６年度に
複数の大規模改造事業等を予定していますが、公共施設等適正管理推進事業債や合併特例事業債といった財政上
有利な地方債や公共施設等総合管理基金を有効に活用していく必要があります。
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補助事業 単独事業 一般財源 地方債

966百万円(H26)、100百万円(H27)、319百万円
（H28）、312百万円（H29）、657百万円(H30)、232
百万円(R1)、152百万円（R2）、695百万円（R3）、
400百万円(R4)、
の繰上償還を行った。
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○決算収支（一般財源）の推移

○実質公債費比率の推移

　平成22年度で18％を下回った実質公債費比率は、その後に繰上償還や借入期間短縮等といった効果により、平成
30年度までは大きく改善しました。しかし、令和元年度以降は、公立豊岡病院組合や南但広域行政事務組合といった
一部事務組合への補助費の増加により数値の増加傾向がみられましたが、公営企業の地方債に対する繰入金の減
少等により、令和5年度からは改善していく見込みとなっています。

　決算収支は、平成25年度から平成28年度にかけて大規模事業を集中的に行ったものの、定期的に実施した地方債
の繰上償還による公債費の平準化、公債費算入増や合併算定替の特例（H28から縮減）による普通交付税交付額の
確保及び地方消費税交付金の増等により、令和４年度までは一定の剰余金が生じています。
　しかし、今後の決算収支を機械的に試算すると、令和５年度までは一定の剰余金が生じる見込みであるものの、令
和６年度以降においては、財政調整基金及び公共施設等総合管理基金を活用することでほぼ収支均衡の見込みで
す。今後においても、歳入面ではふるさと納税制度の推進や税収増につながる施策の実施、歳出面では施設の再配
置による維持管理経費の削減、事務事業の精査（特に市単独事業）や繰上償還による公債費の縮減などを講じる必
要があります。
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Ⅱ 財政収支見通しの課題等 

当面の財政収支見通しでは、人件費や物件費などの義務的経費が増加傾向にあるとともに、学校

施設をはじめとした公共施設の改修整備に多額の費用が必要となる一方、市税や地方交付税の減少、

合併特例債発行可能残額が 4.4 億円であることや緊急防災・減災事業債、公共施設等適正管理推進

事業債、脱炭素化推進事業債、緊急自然災害防止対策債及び緊急浚渫推進事業債の制度が今後終了

することに伴う投資的事業費に充当可能な地方債の減少など、財源の確保が困難な状況となる見込

みです。 

令和 14 年度までの収支見通し（機械的試算）では、令和５年度では一定の剰余金が生じる見込

みであるものの、令和６年度から財政調整基金及び公共施設等総合管理基金を活用することで、ほ

ぼ収支均衡となる見込みですが、今後においても歳出削減と自主財源の更なる確保を行う必要があ

ります。 

また、歳出削減による市民サービスの低下を最小限にとどめるため、行政運営の更なる効率化を

進め、サービスの質的向上に資する取り組みを進めていく必要があります。 

 

 

Ⅲ 財政収支見通しの課題等への対応 

１ 歳入の確保 

 

〇市税等の収納率の向上 

電話・文書等による早期納付の勧奨、差押の徹底や口座振替の促進、キャッシュレス決済などの

充実といった納付環境の拡充により市税収納率の向上に努めます。また、市営住宅使用料や保育料

などについても、滞納処分の強化に取り組みます。 

 

〇安定的な税財源の確保 

移住・交流促進施策、企業誘致、観光施策等の実施により定住・交流・関係人口の増加を促進し、

安定的な税財源の確保を図ります。 

 

〇受益者負担の見直し 

使用料・手数料については、行政サービスに要する経費と市民負担の適正化の観点などから、使

用料・手数料の算定基準に基づき料金体系や減免制度等の見直しを引き続き行います。 

 

〇遊休資産の売却等 

現在、利活用されていない公有地について、売却・貸付等を含めた有効活用を推進します。 

 

〇ふるさと納税及び企業版ふるさと納税制度の積極的な運用 

ふるさと納税制度においては、制度の趣旨に沿った適切な運用を前提に、地場産品等の特徴ある

魅力的な返礼品の創設・調達を行うことや、寄附される方の利便性を向上させる取組を推進します。

また、創生事業の推進に合わせて事業内容や成果を効果的に発信し、創生事業に賛同する市内外の

企業の増加を図ることにより、財源の確保を目指します。 
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２ 歳出の削減 

 

○人件費 

人件費については、第３次定員適正化計画では職員数を令和７年度までに 296 人と計画しており

ましたが、任用種別や行政種別ごとの目標値を設定するなど、現在の定員適正化計画を一部見直す

こと、また、定年引上げによる高齢期職員の増加要素を考慮すると人件費は増加傾向にあると見込

んでいます。 

今後は、職員の人材育成、自治体ＤＸの推進や働き方改革を進め、効率的な職員構成と職員配置

を図ることにより、人件費の抑制と行政サービスの向上を目指した取り組みを進めます。 

 

○扶助費 

扶助費は、少子高齢化社会への対策などにより今後も経費の増加が見込まれます。また、生活保

護法や児童福祉法、障害者自立支援法等に基づくものや市の独自施策によるものがあります。市の

単独事業については、事業効果やサービスの水準等、常に検証を行いながら扶助費の増加率の抑制

を図ります。 

 

○公債費 

今後、公債費は減少していく見込みですが、投資的事業の精査や基金の活用などにより、新規に

発行する市債を抑制するとともに、可能な範囲での繰上償還の検討や交付税算入率の高い地方債を

効果的に活用していくことで、実質公債費比率 18％以下を堅持します。 

 

○物件費・維持補修費 

物件費・維持補修費については、朝来市公共施設等総合管理計画に基づく公共施設の適切な維持

管理や計画的な予防保全による長寿命化を図り、施設の再配置（統合、廃止、多機能等）を推進す

ることでコスト削減を図ります。 

 

○補助費等・繰出金 

補助金等については、「補助金等適正化に関するガイドライン」に基づき、補助制度等の公益性、

妥当性や有効性等を再検証することで交付目的を明確化し、廃止または統合、交付率及び交付額の

縮減、交付期間に終期を設定するなどの見直しを図ります。 

また、一部事務組合や企業会計に対する負担金、特別会計に対する繰出金についても、財政負担

の抑制につながるよう適切な関与を行うことで、経費の抑制を図ります。 

 

○投資的経費 

 投資的事業の実施にあたっては、国庫支出金・県支出金の確保に努めるとともに、事業効果や整

備期間等について十分に検証し、計画的な整備に努めます。 

 事業の目的や効果を損なわない範囲での施設規模・設備内容の見直しを図り、経費の圧縮に努め

るとともに、施設整備後の維持管理費用や補修経費についても勘案し、ランニングコストを圧縮す

ることができる施設整備に努めます。 
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３ 基金の活用等 

 

〇設置目的に沿った積立基金の有効活用 

令和元年度に創設した公共施設等総合管理基金については、財政調整基金から積み替えを行いま

したが、朝来市公共施設等総合管理計画に基づく施設の長寿命化や再配置等の財源として今後も有

効に活用します。 

その他特定目的基金についても、設置目的に沿った基金の活用を図ります。 

 

〇財政調整基金の確保 

 公共施設等総合管理基金に積み替えた後の財政調整基金残高は、災害等の不測の事態への備えと

して、年度末においては常に一定額を確保できるよう努めるとともに、今後においても公共施設の

改修整備等の財源確保のため、公共施設等総合管理基金への積み替えを検討します。 

 

 

４ 予算編成手法の見直し 

 

○予算編成手法の見直し 

予算編成作業においては、行政評価の結果等を反映するとともに、部局ごとに予算枠を配分する

「枠配分方式」の手法を継続します。 
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